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横浜市の分譲マンションにおける基礎ぐいに係る問題について 
 
１ 物件概要  
 
所在地 横浜市都筑区 
構造等 鉄筋コンクリート造 12階建、705 戸（4棟で構成） 
事業主  三井不動産レジデンシャル(株) 
設計・施工 三井住友建設(株)、〔くい施工：旭化成建材（株）（二次下請）〕 
竣 工 平成 19 年 12 月 

 
２ 経過及び対応  
 
＜横浜市の分譲マンションにおける施工不良等について＞ 
○ 横浜市の分譲マンションにおいて、基礎ぐいが支持層に未達（西棟南半分

28本のうち 6本が未達、2本が差込み不十分）であることや、施工データ
の流用等（電流計データ 38本、セメントミルク流量計データ 45本、計 70
本（重複 13 本あり））があったことが判明 

 
 ⇒横浜市（特定行政庁）が事業主等に指示し、建築物の安全性を検証中 
 ⇒事業主が住民に対し建替えを含めた補償等の方針を提示（10/27） 
⇒国交省より、原因の調査を行い報告するよう指示 
 

＜施工データの流用等について＞ 
○ 横浜市の分譲マンションも含め旭化成建材がくい施工を行った物件（3040

件）の都道府県別・用途別データを公表（10/22） 
 
⇒国交省より、旭化成建材に対して、11 月 13 日までに、3040 件の中で施工
データの流用等を行った工事がないか調査するよう指示 

 ・調査対象の物件については、旭化成建材から元請建設会社を通じて、個
別に売主、発注者に連絡がいく体制を整備 

 
⇒旭化成建材より、横浜市の分譲マンションで施工データの流用等を行った
者が担当した工事に関する調査結果（19件でデータ流用）について、11月
13 日より先立って国交省に報告・公表（11/2） 

  ※ 上記19件のほか､地方公共団体の調査等により､横浜市の分譲マンションと
は別の担当者についても､施工データの流用等が判明 (10/28～)  

 
⇒データの流用等が確認された物件については、国交省より、直ちに詳細な
事実関係の報告と建築物の安全性の確認を指示 

 
＜再発防止策等について＞ 
○ 住宅所有者等からの相談体制を整備(電話相談窓口の体制を充実) 
 
○ 「基礎ぐい工事問題に関する対策委員会」第１回を開催（11/4） 
  ※ 年内を目途に、中間とりまとめ 
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２０１５年１０月２２日
旭化成建材株式会社

集合住宅 事務所 商業施設 工場・倉庫
医療・

福祉施設
学校 公共施設 土木 その他 不明 総計

北海道 120 11 10 23 36 73 61 3 45 40 422

青森県 1 3 8 1 3 2 1 19

岩手県 2 1 3 2 1 4 13

宮城県 5 6 14 18 5 12 8 4 5 3 80

秋田県 8 1 7 1 5 3 1 1 27

山形県 1 2 2 5

福島県 10 6 3 19 4 13 15 10 6 1 87

14 10 7 69 16 9 18 3 28 5 179

(1) (1)

栃木県 1 3 8 1 2 1 1 17

群馬県 5 1 1 20 5 3 2 1 1 39

埼玉県 56 13 8 38 24 11 18 7 11 12 198

32 5 15 32 19 12 16 6 22 9 168

(1) (1)

157 30 13 9 20 39 21 3 19 45 356

(1) (1) (2)

53 17 9 31 19 22 9 3 17 12 192

(1) (1)

新潟県 1 1 1 3

富山県 1 1

3 2 1 1 2 10 2 3 1 25

(1) (1)

福井県 1 1

山梨県 2 3 2 3 7 5 9 4 35

長野県 6 3 5 1 1 3 6 4 29

2 1 3 1 4 2 3 1 17

(2) (1) (1) (1) (1) (6)

11 1 4 13 2 5 9 1 9 55

(1) (1)

22 4 7 22 2 13 4 1 7 82

(9) (1) (5) (2) (2) (1) (3) (23)

4 2 1 5 1 13

(1) (1) (1) (2) (5)

滋賀県 4 4 9 1 1 1 1 21

京都府 9 7 5 11 4 4 1 2 5 48

大阪府 58 36 23 53 23 30 7 4 9 19 262

兵庫県 22 5 8 17 15 6 1 3 7 5 89

奈良県 8 1 2 2 5 1 2 1 22

鳥取県 4 1 7 1 1 1 1 16

島根県 18 9 9 13 15 24 13 5 9 6 121

岡山県 3 2 3 14 1 3 1 27

広島県 13 17 10 21 5 12 15 3 9 7 112

山口県 13 1 4 5 5 6 2 4 4 44

徳島県 3 1 1 7 1 2 4 19

香川県 1 7 1 9

愛媛県 5 8 2 14 8 7 10 7 1 2 64

高知県 2 1 1 1 1 1 7

福岡県 7 5 1 12 3 3 2 2 9 3 47

佐賀県 7 7

長崎県 1 1 1 2 5

熊本県 3 1 1 1 2 4 12

大分県 9 1 10

宮崎県 6 1 1 10 2 4 1 25

鹿児島県 1 7 1 1 10

696 217 180 560 257 342 275 92 246 175 3040

(13) (4) (2) (9) (4) (3) (2) (3) (1) (41)

和歌山県、沖縄県は施工実績ゼロ ※（　）は横浜物件2号機担当者現場で内数

石川県

総計

三重県

愛知県

静岡県

岐阜県

神奈川県

東京都

千葉県

茨城県

過去10年間の杭工事実績（施工データの流用等が無かったかを確認する現場数）　
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【問い合わせ先】 

 国土交通省住宅局住宅生産課 住宅瑕疵担保対策室長 石和田 二郎 

         住宅瑕疵担保対策室 課長補佐 坂間 司  

電 話：03-5253-8111（内線 39-415、39-441）、03-5253-8942（直通） 

ＦＡＸ：03-5253-1629 

 

 

 

平成 27 年 10 月 27 日 

住宅局住宅生産課  

 

 

マンション等の基礎工事に関する相談体制について 

 

 

横浜市の分譲マンションにおける基礎ぐいに関する問題を受けて、マンション等の基礎工事に

かかる国民の不安を払拭するため、住宅所有者等からの相談に対応する相談体制を整備します。 

具体的には、公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センターの電話相談窓口（住まいる

ダイヤル）を増強し、マンション等の基礎工事及びそれに起因する不具合、修補、マンション建

替等に関する相談を受け付けることとします（一級建築士の資格を持った相談員が対応）。 

 

公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センターの相談窓口 

  電話番号：0570-016-100（ＰＨＳや一部のＩＰ電話の場合は、03-3556-5147） 

  相談時間：10:00～17:00（土日祝日を除く） 

 

 ただし、旭化成建材及び旭化成の報告においては、個別の物件が公表されていないことから、

この相談窓口では、個々のマンション等が当該調査の対象物件であるかどうかについてはお答え

できません。 

 

なお、建設住宅性能評価書が交付された住宅、住宅瑕疵担保責任保険が付された住宅、及び修

補や建て替えを具体的に検討している住宅については、弁護士及び建築士の対面による専門家相

談を受けることができますので、詳しくは上記の相談窓口にご相談ください。 
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「基礎ぐい工事問題に関する対策委員会」について

１．趣 旨

今般の基礎ぐい工事問題の発生を受け、再発防止対策等について専門的見地から検

討することを目的として、学識経験者からなる「基礎ぐい工事問題に関する対策委員

会」を設置

２．委員会の構成

委 員 長 深尾 精一 首都大学東京名誉教授
ふか お せいいち

副委員長 小澤 一雅 東京大学大学院工学系研究科教授
お ざわ かずまさ

委 員 大森 文彦 東洋大学法学部教授・弁護士
おおもり ふみひこ

蟹澤 宏剛 芝浦工業大学工学部教授
かにさわ ひろたけ

時松 孝次 東京工業大学大学院理工学研究科教授
ときまつ こ う じ

中川 聡子 東京都市大学工学部教授
なかがわ とし こ

西山 功 国立研究開発法人建築研究所理事
にしやま いさお

古阪 秀三 京都大学大学院工学研究科教授
ふるさか しゆうぞう

升田 純 中央大学大学院法務研究科教授・弁護士
ます だ じゆん

３．スケジュール

１１月 ４日 第１回開催

年 内 中間とりまとめ
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